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中期経営計画
「Dentsu 2017 and Beyond」の進捗状況

　当社グループは、2013年３月に完了したAegisグループ買収により、本格的なグ
ローバル・ネットワークへと変貌を遂げ、2013年度を初年度とする中期経営計画
「Dentsu 2017 and Beyond」を策定しました。

　近年、さまざまな技術革新が進展し、消費者の行動様式が様変わりする中、多く
の企業において、それぞれのマーケティング活動における個々の施策を有機的に結
び付けなければ、十分な成果を上げることが困難になりつつあります。こうした
マーケティング・コンバージェンスが進展する中、当社グループは、あらゆる顧客の
企業価値向上に貢献する、世界で最も先端的なグローバル・ネットワークへの進化
を目指しています。
　この基本方針のもと、現行の中期経営計画では、以下に掲げる４つの戦略骨子を
定めました。

※2014年度から従来の日本基準に替えてIFRSを適用しております。これに伴

い、オペレーティング・マージンについては、従来の「のれん等償却前営業利益」

に替えて、「調整後営業利益」をもとに算出することにしました。

また当社および決算日が12月31日以外の子会社の決算日を12月31日に変更する

予定です。したがって、2015年12月期は、当社および決算日が12月31日以外の

子会社は2015年４月１日から2015年12月31日までの９ヶ月決算、決算日が12

月31日の子会社は従前どおり2015年１月１日から2015年12月31日までの12ヶ

月決算となる予定です。

2017年度の数値目標

●売上総利益のオーガニック成長率

３～５％（年平均成長率）

●売上総利益に占める海外事業構成比

55％以上

●売上総利益に占めるデジタル領域構成比

35％以上

●調整後営業利益オペレーティング・マージン

20％以上
※調整後営業利益オペレーティング・マージン＝

　調整後営業利益÷売上総利益×100

①グローバルでのポートフォリオ多極化

③ビジネスプロセスの革新と収益性の向上

②デジタル領域の進化と拡大

④ コア・コンピタンスである日本市場での
更なる事業基盤強化



13Dentsu Sustainability Report 2015

① グローバルでのポートフォリオ多極化

　2014年度の海外事業の売上総利益のオーガニック成長率は10.3％と、引き続き

競合他社を上回る成果を達成することができました。これにより売上総利益に占め

る海外事業構成比は、前期より4.0ポイント上昇し、50.7％となりました。

この力強い成長の背景として次の要因があげられます。

●当社グループにおける海外事業独自のビジネスモデル「One P&L」に
よって、各グループ会社が、共通の事業目標を掲げ、シームレスな連携の
実現と、優位性の高い統合的なクライアント・サービスの提供

●異なる機能を有する各グループ会社が協力・連携して、クライアント・
ニーズに対応したサービスのワンストップでの提供による、既存クライ

アントからのビジネス拡大と新規アカウ
ント獲得の堅調な進展

　今後も、当社とAegisグループがこれまでに
築いてきた顧客基盤を足がかりに、デジタル
領域やスポーツ・コンテンツ・ビジネスでの強
みをグローバル展開すると同時に、M&Aの活
用によって全世界において競争力を有するグ
ローバル・ネットワークの整備、拡充に努めて
まいります。

② デジタル領域の進化と拡大

　2014年度の日本におけるデジタル領域の売上総利益は、前期比12％増と二桁成
長を続けています。
　海外においては、さまざまなデジタル領域でのM&Aを実施しました。通年で行っ
たM&Aのうち、約半数の11件がデジタル領域におけるものでした。近年、デジタル
領域の成長を加速させているのが、プログラマティック・トレーディングです。プロ
グラマティック・トレーディングとは、さまざまなデータに基づき、広告主のニーズに
応じ、ユーザーの関心度に合わせて、種々のメディアの広告枠を自動的に買い付け
る取引方式です。当社グループでも、海外においてこの領域の事業を手掛ける
AMNETは、2014年の売上高が前期に比べ倍増しました。
　M&Aと内部成長の結果、海外事業のデジタル比率は、前期から２ポイント増加
し、43％となっています。

Americas＊3

17%

EMEA＊2

20%

日本

49%

APAC＊4

（除く日本）

14%

＊ 1　売上総利益ベースで算出　＊ 2 欧州・アフリカ・中東　＊ 3 米州　＊ 4 アジアパシフィック

2014年度 主要地域別事業構成比＊1

2014年度
デジタル領域での

M&A

11件
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　これにより、当社グループ全体でのデジタル比率は、2017年度目標の35％に向け
て、前期から３ポイント上昇し、30％に達しています。デジタル領域においては、今後も
M&Aを積極的に活用し、ケーパビリティとサービス品質の向上に努めてまいります。

③  ビジネスプロセスの革新と収益性の向上

　2014年度の調整後オペレーティング・マージンは、前期を下回る計画を立てており
ました。これは、海外事業において、ITとファイナンス分野のサービス向上を目的とし
たインフラの強化、シェアードサービス導入に向けた先行投資を進めるためです。こ
の海外事業におけるインフラ強化に向けた一連の投資は、費用の大きな上振れもな
く、当初の予定通り順調に進行しました。
　また、国内事業においても、原価低減に向けた取り組みが着実に進行しており、継
続的なコスト・コントロールの成果もあり、国内事業の調整後オペレーティング・マー
ジンは23.9％と、前期比0.2ポイント改善させることができました。
　国内・海外ともにトップラインの成長を図ると同時に、中期経営計画の目標の一つ
として定める「調整後オペレーティング・マージン20％以上」の恒常的な実現に向け
て、引き続き業務効率の改善とコスト・コントロールに取り組み、グループ全体の収益

性を高めてまいります。

④  コア・コンピタンスである日本市場での更なる事業基盤強化

　当社グループの最大の強みは、日本における強固な事業基盤であることに変わりありま
せん。2014年度の国内事業は、消費税増税後の消費の落ち込みや増税前の駆け込み需要
の反動減が懸念される中、前期の高い伸びにもかかわらず、プラス成長を達成しました。
　日本においてもマーケティング・コンバージェンスは一層進展しております。当社グ
ループは、こうした環境変化を踏まえ、既にCRM、ビジネス・インテリジェンス、ECと
いった領域においても、ケーパビリティの強化を図っております。
　こうした領域におけるビジネスの一層の拡大と、プロモーションやクリエーティブ領
域でのさらなるサービス品質の向上、さらには、マスメディア・ビジネスにおける競争力
を一層強化し、クライアントの成功を多面的に支援する「パートナー」へ進化するべく、
より多様な領域において、課題解決力と収益創出力を高めてまいる所存です。
　また、当社は2014年に一般財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組
織委員会から、同組織委員会のマーケティング専任代理店として指名されました。これ
により当社は、マーケティングプランの策定やスポンサーセールスなどを支援しており
ます。スポンサーセールスについては、2014年中に９社のゴールドスポンサーが決定
するなど、順調に進んでおり、引き続き、同組織委員会のマーケティング・パートナーと
して、その務めを果たしてまいります。

売上総利益に
占めるデジタル領域

構成比

30％
（海外事業の　

　デジタル構成比43％）

国内事業の
調整後オペレー

ティング・マージン

　23.9％


